
令和７年１０月１日 

障 害 者 福 祉 課 

 

改善勧告に従わない障害児通所支援事業所の公表について 

 

区は、障害児通所支援を運営する下記の事業者（以下「運営法人」という。）

に対して、児童福祉法（以下「法」という。）第２１条の５の２２第１項に基づ

く監査を実施し、事業運営に改善が必要な事項があったと認めたため、運営法人

に対して、法第２１条の５の２３第１項の規定に基づく改善勧告を実施しまし

た。しかし、指定期日までに全ての改善が行われなかったため、法第２１条の５

の２３第２項の規定に基づき、その旨を公表します。 

 

記 

 

１ 運営法人について 

（１）名  称：Ｈａｒｖｅｙ＆Ｍａｃｌａｕｒｉｎ特定非営利活動法人 

（２）代 表 者：代表理事 畑田 明信 

 

２ 事業所について 

（１）名  称：ハービー＆マックローリン・陽だまり介護センター 

（２）所 在 地：東京都港区高輪３－１９－２０－１０３号・１０２号 

             高輪３－１９－２３－１００３号 

（３）提供事業：児童発達支援、放課後等デイサービス 

 

３ 公表に至る経緯について 

  令和７年７月２２日 改善勧告 

      ８月２１日 改善期限 

            運営法人から一部の改善資料が提出される。 

      ９月 ８日 運営法人から改善が報告されないため、再度、改善勧

告 

      ９月１６日 改善期限 

            運営法人から一部の改善資料が提出される。 

      ９月  日 期限内に勧告に従わなかったため公表 

 

４ 確認した事実について 

（１）サービス提供に関すること 



  ア サービス提供記録を適切に作成しておらず、個別支援計画に基づきサ

ービス提供を行っていることが確認できない。 

  イ 車両を使用した課外活動を行っているにもかかわらず、車両運行記録

の作成や支援場所の記録を行っておらず、支援の実態が確認できない。 

（２）職員配置に関すること 

  ア 港区指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（以下「区条例」という。）に規定する人員配置を行って

いない。 

（３）設備に関すること 

  ア 一部の発達支援室について、療育に必要な設備や備品を備えているこ

とが確認できない。 

（４）管理者及び児童発達支援管理責任者に関すること 

  ア 管理者は、事業所の従業者及び利用児童の管理を行っていない。 

  イ 管理者は、事業所の従業者に対して、区条例を遵守させるために必要な

指揮命令を行っていない。 

  ウ 児童発達支援管理責任者は、区条例に定める業務を行っていない。 

（５）届出に関すること 

  ア 監査で確認した従業者の勤務形態一覧表と区に届け出ている勤務形態

一覧表の内容が異なっており、必要な届出を行っていない。 

 

５ 勧告事項と改善の状況について 

 勧告事項 改善の状況 

（１） 

個別支援計画、サービス提供記

録及び車両を使用して課外活動を

行った場合の車両運行記録を適切

に作成すること。また、個別支援

計画やサービス提供実績に基づく

障害児通所給付費の請求について

は、十分に点検を行い、点検結果

を区に報告するとともに、不適切

な請求については、関係自治体に

報告の上、返還すること。 

・個別支援計画について、保護者

の同意を得た、直近に作成した全

児童分の提出を求めたが、事業者

から提出された計画は一部の児童

分である。 

・サービス提供記録は、改善勧告

日から改善期限までに作成した全

児童分の提出を求めたが、提出さ

れた記録は、一部の児童分であり、

また、記録には、支援者氏名、記録

作成者氏名、支援場所等が記載さ

れていないことを考慮すると、適

切にサービス提供されていること

が確認できない。 



・車両を使用した活動を行ってい

るため、車両運行日時、乗車児童、

行先等を記録した車両運行記録の

提出を求めたが、報告が行われて

いない 

・個別支援計画やサービス提供記

録に関わる障害児通所給付費の点

検について、結果の報告が行われ

ていない。 

（２） 

区条例を遵守した従業者配置を

行うこと。また、従業者の配置に

ついては、従業者の配置体制及び

勤務実態の管理体制を明確化し、

その内容を区に報告すること。 

・従業者のシフト表や勤務実績は

提出したが、シフト表の作成者、

シフト表の従業者への周知方法や

日々の勤怠管理方法等の従業者の

管理体制については改善策を示さ

ないため、改善対応としては不十

分である。 

（３） 

全ての発達支援室並びに設備及

び備品について、詳細を区に提示

すること。 

・事業所の発達支援室に備えてい

る設備、備品、用途及び発達支援

室の面積が分かる資料について、

報告が行われていない。 

（４） 

管理者業務及び児童発達支援管

理責任者業務を明確化すること。

また、当該事業所の従業者及び利

用児童を適切に管理できる体制を

構築するとともに、業務内容及び

管理体制について、区に報告する

こと。 

・事業者は、管理者業務について

報告されたが、管理者業務をいつ、

どのように管理者が行うのか等、

具体的な改善策を示さないため、

改善対応としては不十分である。 

・また、管理者業務の報告として、

管理者は児童発達支援管理責任者

に対して個別支援計画の作成を担

当させる、という内容が含まれて

いたが、（１）の改善状況から、管

理者が果たしている役割は、十分

であると認められない。 

・従業者及び利用児童を適切に管

理できる体制について、構築した

内容を示さないため、改善対応と

しては不十分である。 



（５） 

指定に係る事項に変更があった

場合は、１０日以内に区に届け出

ること。また、令和３年８月以降

の事業所の体制について、正しい

内容で変更届を提出すること。さ

らに、障害児通所給付費の受給に

ついて不適切な事案があった場合

は、関係自治体に報告の上、返還

すること。 

・事業者は、令和３年８月以降、変

更に係る届出を行っていないが、

令和６年１２月に監査で確認した

体制と令和３年８月に届け出され

た体制は一致していない。そのた

め、令和３年８月以降の体制につ

いて、変更届の提出が必要である

が、変更の届出を行っていない。 

 

 

６ 今後の対応 

  上記のとおり、期限内に改善勧告に従わなかったため、当該運営法人に対し

て、改めて期限を付して、具体的な改善報告を求めるとともに、事業所の現地

訪問等を行い、児童福祉法関係法令を遵守した事業所運営を行うよう運営法

人を指導します。 

  なお、今後も正当な理由なく改善を行わない場合は、行政手続法第１３条に

基づき、弁明の機会を付与した後、法第２１条の５の２３第３項に基づき、改

善命令を行います。 

 


